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岸田孝弥教授　略歴および研究業績

学　　　歴

昭和40年３月　　日本大学理工学部経営工学科管理工学専攻卒業

昭和45年４月　　日本大学大学院生産工学研究科管理工学専攻修士課程入学

昭和47年３月　　日本大学大学院生産工学研究科管理工学専攻修士課程修了（工学修士）

昭和47年４月　　日本大学大学院生産工学研究科管理工学専攻博士課程入学

昭和51年３月　　日本大学大学院生産工学研究科管理工学専攻博士課程修了（工学博士）

昭和51年３月　　工学博士の学位授与（日本大学・工博第754号）

職　　　歴

昭和51年４月　　高崎経済大学・講師（産業心理学）（昭和52年３月まで）

昭和52年４月　　高崎経済大学・助教授（産業心理学）（昭和59年３月まで）

（中小企業の労働条件に関する研究）

昭和53年４月　　高崎経済大学・助教授（労務管理、産業心理学）（昭和59年３月まで）

昭和55年４月　　高崎経済大学派遣文部省内地研修員として日本大学医学部衛生学教室へ出張

（労働生理学・農業労働の研究に従事）（昭和55年９月まで）

昭和59年４月　　高崎経済大学・教授（労務管理、産業心理学）（現在に至る）

平成７年８月　　高崎経済大学地域政策学部兼担教授として大学設置・学校法人審議会教員組織審

査の判定（経営管理論）

平成７年11月　　同上大学設置・学校法人審議会教員組織審査の判定（日本的経営論）

平成８年４月　　高崎経済大学地域政策学部・兼担教授（経営管理論、日本的経営論）（平成15年

３月まで）

平成12年４月　　高崎経済大学大学院地域政策研究科・兼担教授(経営管理特論）（現在に至る）

高崎経済大学附属産業研究所・所長（平成14年３月まで）

平成13年８月　　高崎経済大学大学院経済・経営研究科修士課程設置にあたり大学設置・学校法人

審議会教員組織審査において 判定（演習、マクロ・アーゴノミクス研究）

平成l4年４月　　高崎経済大学大学院経済・経営研究科修士課程教授

（演習、マクロ・アーゴノミクス研究）（現在に至る）

平成l5年２月　　高崎健康福祉大学・兼任講師（集中講義）

（産業と健康・人間行動論）（平成18年３月まで）

合 
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平成15年９月　　高崎経済大学大学院経済・経営研究科博士後期課程設置にあたり大学設置・学校

法人審議会教員組織審査において 判定（マクロ・アーゴノミクス特別演習、研

究指導）

平成16年４月　　高崎経済大学大学院経済・経営研究科博士後期課程教授

（マクロ・アーゴノミクス特別演習、研究指導）（現在に至る）

その他の職歴

昭和40年４月　 （財）労働科学研究所労働心理学第二研究室・特別研究生

昭和42年４月　 （財）労働科学研究所所員労働生理学・第二研究室員（嘱託）（昭和46年３月まで）

（単調労働の研究に従事）

昭和43年４月　 （財）海上労働科学研究所嘱託兼務（昭和46年３月まで）

昭和47年４月　 （財）労働科学研究所労働生理・心理学研究部員（昭和48年12月まで）（エネルギー

代謝と体力の研究に従事）

昭和49年１月　　米国マサチューセッツ大学工学部 IE＆OR 学科・客員講師（人間工学実習）（昭

和50年３月まで）

昭和49年９月　　米国マサチューセッツ大学アジア研究学科・日本語専攻学生指導員（昭和50年３

月まで）

昭和51年11月　　日本大学医学部衛生学教室・兼任講師（衛生学実習）（昭和58年３月まで）

昭和57年４月　　日本大学生産工学部・兼任講師（心理学）（平成４年３月まで）

昭和58年１月　　大学設置審議会教員組織審査の判定（前橋育英短期大学、昭和58年1月、兼任講

師、産業心理学、人間関係論）

昭和59年４月　　前橋育英短期大学・兼任講師（人間関係論、産業心理学）（平成13年３月まで）

昭和60年11月　　放送大学・兼任講師（経営管理論・面接授業）（平成元年３月まで）

昭和60年12月　　大学設置審議会教員組織審査の判定（白Ô大学、昭和60年12月、兼任講師、産業

心理学）

大学設置審議会教員組織審査の判定（都立科学技術大学、昭和60年12月、兼任講

師、産業心理学）

昭和62年４月　　白Ô大学・兼任講師（産業心理学、人間関係論）（現在に至る）

昭和62年７月　　産業医科大学昭和62年度産業医学集団研修コース・講師（Ergonomics＆

Management）（平成９年12月まで）

昭和62年10月　　産業医科大学医学部（３年次）医学概論（人間工学）の講義担当

平成元年９月　　大学設置審議会教育組織審査の判定（西東京科学大学、平成元年９月、兼任講師、

人間工学、人間工学実験）

平成元年10月　　都立科学技術大学・兼任講師（産業心理学）（平成10年３月まで）

合 
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平成２年４月　　東京工業大学・兼任講師（マン・マシン・インタフェイス）（平成４年９月まで）

群馬職業訓練短期大学校・兼任講師（産業心理学）（平成５年３月まで）

平成５年４月　　群馬職業能力開発短期大学校・兼任講師（心理学）（平成1４年３月まで）

平成８年４月　　立教大学大学院文学研究科・兼任講師（心理学特殊研究－人間工学）（平成９年

３月まで）

平成10年12月　　中小企業大学校中小企業診断士養成コース（工業部門）・講師（労務管理、安全

衛生）（平成12年９月まで）

平成11年２月　　上武大学商学部・兼任講師（産業心理学）（集中講義）

平成11年４月　　群馬大学医学部保健学科・兼任講師（人間工学概論Ｉ）（現在に至る）

平成11年８月　　茨城大学人文学部・大学院人文学研究科・兼任講師（集中講義）

平成12年４月　　千葉工業大学大学院工学研究科・兼任講師（産業・組織心理学特論）（現在に至る）

平成13年４月　　東京都立科学技術大学工学部・兼任講師（管理システム論）（現在に至る）

平成14年４月　　高崎商科大学流通情報学部・兼任講師（労務管理論）(平成17年３月まで）

平成15年２月　　高崎健康福祉大学・兼任講師（集中講義）（産業と健康・人間行動論）（平成18年

３月まで）

平成18年４月　　日本大学大学院生産工学研究科・兼任講師（労務管理特講）（現在に至る）

学会及び社会における活動等

昭和51年４月　　群馬県中小企業団体中央会「組合が直面する問題に関する調査研究事業」委員

（昭和53年３月まで）

昭和52年４月　　日本人間工学会・関東支部委員（現在に至る）

昭和52年８月　　The fourth International Conference on production Research［第４回経営工学国

際会議（ICPR）の副座長］

国際シンポジウム幹事（東京国際文化会館）［人類働態学研究会（現・学会）主催］

昭和53年４月　　人類働態学研究会・監査（昭和54年３月まで）

群馬県中小企業団体中央会活路開拓調査指導事業・委員（群馬県鍍金工業組合・

同県パン工業組合・同県コンクリート製品協同組合等の新製品開発指導）（平成

４年３月まで）

日本経営工学会・評議員（平成元年５月まで）（平成４年５月～平成17年まで）

昭和55年４月　　日本人類働態学研究会・幹事（昭和57年３月まで）

日本経営工学会・アーゴノミクス研究部会・主査（平成４年３月まで）

昭和57年４月　　全国中小企業団体中央会異業連携調査研究委員会・委員（昭和58年３月まで）

昭和57年５月　　中小企業事業団体・中小企業大学校・中小企業研究所・委員（技術革新に関する

研究）（昭和58年３月まで）
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昭和57年８月　　The Eight Congress of International Ergonomics Association

［第８回　国際人間工学会・副座長］

昭和59年５月　　日本産業衛生学会・関東地方会・幹事（現在に至る）

昭和59年６月　　日本労務学会・会員（現在に至る）

昭和61年７月　　日本交通心理学会・会員（現在に至る）

昭和62年４月　　日本産業衛生学会・評議員（現在に至る）

昭和62年７月　　産業･組織心理学会・会員（現在に至る）

昭和63年６月　 （財）高年齢者雇用開発協会共同研究委員（平成７年３月まで）

昭和63年７月　　人類働態学会・幹事（理事）（現在に至る）

平成２年７月　　第一回汎太平洋産業人間工学会議（第10回産業医科大学国際シンポジウム）・座長

Human Factors in Organizational Design and Management-Ⅲ・Chair Person

平成３年６月　　中央労働災害防止協会外国人労働者安全衛生対策検討委員会・委員（平成８年５

月まで）

平成４年５月　　日本人間工学会・理事（現在に至る）

平成５年５月　　日本交通心理学会・運営委員（現在に至る）

平成６年10月　　製品安全協会「消費生活用品の事故原因に関する基礎調査研究委員会」・委員

（平成９年３月まで）

平成６年11月　　総務庁高齢者交通安全教育推進研究会・研究委員（平成９年３月まで）

平成７年４月　　雇用促進事業団惣菜製造業雇用高度化推進委員会・委員（平成10年３月まで）

平成７年５月　　日本経営工学会・理事（平成10年３月まで）（平成12年５月～15年４月）（平成18

年５月～現在に至る）

平成８年９月　　産業・組織心理学会第12回大会・大会長

平成８年11月　　産業保健人間工学会副会長（現在に至る）

平成９年６月　　日本人間工学会・人間工学専門家資格認定委員会・委員長（平成14年６月まで）

平成９年９月　　通商産業省製品評価技術センター（現・製品評価技術基盤機構）事故動向等解析

専門委員会委員長（現在に至る）

平成９年11月　 （財）鉄道技術研究所リサーチアドバイザー（平成11年３月まで）

平成10年４月　　産業組織心理学会・常任理事（現在に至る）

平成10年７月　　第5回汎太平洋産業人間工学会・副大会長

平成12年４月　　高崎経済大学付属産業研究所・所長（平成14年３月まで）

平成12年９月　　群馬県新産業・雇用創出懇談会座長（平成13年３月まで）

平成13年11月　　日本技術者教育認定機構技術者教育プログラム認定試行のための審査委員

平成14年９月　 （財）海上労働科学研究所・研究専門委員会委員（17年３月まで）

平成14年12月　　内閣府市民参加型の高齢者交通安全学習普及事業に関わる研究会座長（16年３月
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まで）

平成15年11月　　群馬県貨物自動車運送適正化事業実施機関評議委員会・委員長（現在に至る）

平成15年６月　　埼玉県警察交通事故調査分析委員会委員

平成16年３月　　日本交通心理学会認定主幹総合交通心理士（現在に至る）

平成16年４月　　群馬産業保健推進センター特別相談員（現在に至る）

平成16年６月　　群馬県警察交通事故調査委員会委員長（現在に至る）

平成17年５月　　自転車の安全利用の促進等に関する調査研究委員会・座長（平成18年７月まで）

平成17年９月　　現代的教育ニーズ取り組み支援プログラム（現代GP）・責任者（現在に至る）

平成17年11月　　高崎市安全なまちづくり協議会会長（平成18年11月まで）

平成18年４月　　警察庁自転車対策検討懇談会・座長（平成18年11月まで）

高崎経済大学での主な役職

経済学部経営学科長（昭和63年～平成２年）

学生委員長（平成２年～平成４年）

就職委員長（平成４年～平成８年）

産業研究所長（平成12年～平成13年）

国際交流委員長（平成８年～平成11年）

研 究 業 績

著書

１　「単調労働の作業行動に及ぼす影響と対策」、単著、昭和52年３月、高文堂出版社

２　Toward the Factory of the Future、共著、昭和60年８月、Springer-Verlag

３　群馬からみた、先端技術と産業構造の変容、共著、昭和62年３月、日本経済評論社

４　人間考学、単著、昭和62年３月、高文堂出版社

５　群馬からみた都市型産業と中小企業のニュ－パラダイム、共著、平成２年３月、日本経済評論社

６　心理学－基礎と応用－、共著、平成３年５月、（有）習志野巌翠堂書店

７　Towards Human Work、共著、平成３年７月、Taylor ＆ Francis

８　経営組織心理学、共著、平成４年４月、朝倉書店

９　マクロ・ア－ゴノミクス（初版）、単著、平成４年10月、高文堂出版社

（増補）、平成11年10月

（三訂増補）、平成16年７月、

10 「首都圏問題の位相」と北関東、共著、平成６年３月、日本経済評論社

11 産業組織心理学入門、共著、平成６年４月、福村出版（第２版）

12 〔新装〕産業疲労ハンドブック、共著、平成７年４月、労働基準調査会
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13 単調労働と副次行動、単著、平成７年４月、高文堂出版社（三訂増補）

（四訂増補）、平成18年４月

14 Ergonomics for Productivity and Safe Work、共著、平成７年７月、Department of

LabourProtection and Welfare Ministry of Labour and Social Welfare （Thaiand）

15 The Paths to Productive Aging、共著、平成７年７月、Taylor＆Francis

16 応用人間工学、共著、平成８年３月、（財）放送大学教育振興会

17 新経営・経済時代への多元的対応、共著、平成10年２月、日本経済評論社

18 福祉機器と適正環境（講座超高齢社会の福祉工学下）、共著、平成10年４月、中央法規出版

19 Ergonomic approaches for KAIZEN of Working Condition in SOZAI industry、共著、平成10年

７月、Occupational Ergonomics-Ergonomic Practice and Its Theory

20 産業人間工学、共著、平成12年３月、（財）放送大学教育振興会

21 「現代アジア」のダイナミズムと日本、共著、平成12年３月、日本経済評論社

22 中小企業と労働条件－マクロアーゴノミクスの視点から－、単著、平成15年３月、高文堂出版

社

23 IPネットワーク社会と都市型産業、共著、平成15年３月、日本経済評論社

24 都市型産業と地域零細サービス業、共著、平成15年３月、日本経済評論社

25 「新地場産業に挑む」－生活と経済の新結合―大学の教育・研究と地域貢献シリーズ①、編著、

平成18年５月、日本経済評論社

26 「新地場産業に挑む」－大学と企業の新結合―大学の教育・研究と地域貢献シリーズ②、編著、

平成18年５月、日本経済評論社

学術論文

１　研修場面と女子の情意不安、単著、昭和41年６月、『労働科学』第42巻２号

２　日本の労使関係についての側面、単著、昭和43年８月、『労働科学』第44巻８号

３　単調労働に関する研究、作業集団の管理方式別比較、共著、昭和44年12月、『労働科学』第45

巻第12号

４　船員労務のコミュニケ－ション管理に関する研究、共著、昭和45年10月、『海上労働調査報告』

第20集

５　斎藤一、岸田孝弥、遠藤幸男、斎藤むら子、単調労働に関する研究（Ⅱ）、作業管理方式別比

較、共著、昭和46年５月、『労働科学』第47巻５号

６　職務給導入に当っての問題点、単著、昭和46年11月、労働科学研究所（労働科学研究所維持会

資料・562～563合併号）

７　斎藤一、岸田孝弥、遠藤幸男、斎藤むら子、単調労働に関する研究（Ⅲ）、検びん作業におけ

る好適なコンベア給びん速度について、共著、昭和47年５月、『労働科学』第48巻５号
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８　単調労働に関する研究（Ⅳ）、空びん検査における適正な一連続作業資間について、共著、昭
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